
他社の特許に無効理由があっても無効審判を起こさず、自社特許への侵害があっても警告しない、攻
撃された際にのみ対抗する受動的特許戦略について包括的に分析した結果、この戦略にはリスクヘッ
ジとしての合理性がある一方、長期的な競争力低下のリスクも確認された。特に日本の特許訴訟にお
ける平均費用が500�1,500万円、期間が1�3年を要することを考慮すると、資源が限られた企業にと
って受動的戦略は現実的な選択となり得る。しかし、市場での独占的地位の喪失やライセンス収入機
会の逸失など、長期的な機会コストも大きい。

受動的特許戦略または防衛的特許戦略とは、他社特許への攻撃や自社特許の積極的行使を控え、攻撃
された際にのみ対抗措置を講じる知的財産戦略である。この戦略は「戦略アセットアプローチ」と対
比される「コストアプローチ」に分類され、特許を攻撃的・能動的に活用するのではなく、受身的・
受動的に使用することを特徴とする。

従来の特許戦略論では、特許の利用方法を防御、攻撃、威圧、宣伝、提携の5形態に分類しており、
受動的戦略は主に「防御」に該当する。この戦略では、他社から特許権による攻撃を受けた際の損害
最小化を主目的とし、相手の攻撃を受け流す、相手特許の無効化、対抗特許によるクロスライセンス
や攻撃の消滅を狙うといった戦術を用いる。

防衛特許の概念もこの戦略に含まれる。防衛特許とは他社による権利化を防ぐために出願される特許
で、自社による権利化の可否は必ずしも目的としない。出願後の審査請求を行わない場合もあり、出
願公開により先行技術化させることで他社の特許取得を阻止することが主眼となっている。

受動的特許戦略の評価と競争力への影響に関する包
括的分析
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受動的特許戦略の定義と基本特徴
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特許戦略アプローチ別の評価比較 - 4つの戦略における各要素の相対的な評価

受動的戦略の最大のメリットは、訴訟コストの大幅削減である。日本の特許侵害訴訟では弁護士費用
だけで500�1,000万円、複雑事案では1,500�2,500万円の費用が発生し、審理期間も第一審だけで平
均15ヶ月を要する。これに対し米国では平均3.5億円（約150万ドル以上）の費用と2�3年の審理期間
が必要となる。

特許無効審判への対応も大きな負担となる。無効審判請求時には35�39万円（最多回答）の弁理士費
用に加え、印紙代として基本49,500円＋請求項数�5,500円が必要である。口頭審理時にはさらに8�

10万円、無効審決時の成功報酬として35�39万円が追加で発生する。審理期間も約1年を要し、審決
に不服があれば取消訴訟でさらに半年～1年以上を要する。

積極的な権利行使を行う場合、相手方から**カウンタークレイム（反訴）**を提起されるリスクが高
い。特に「相手方が自社の特許技術を無断で利用している」として提訴した場合、相手方が自社製品
の特許侵害を主張して反撃してくることが多い。このような「特許の踏み合い」状態では、双方が高
額な訴訟費用を負担することになり、最終的には相互に不利益となる場合が多い。

受動的特許戦略のメリット分析

訴訟コストと時間リスクの回避
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カウンタークレイムリスクの軽減
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特許訴訟や権利行使には専門的知識を持つ人材が長期間従事する必要がある。中小企業やスタートア
ップにとって、限られた知的財産人材を訴訟対応に集中させることは、本来の研究開発や事業展開に
支障をきたすリスクがある。受動的戦略では、このような人的リソースの分散を避け、コア事業に集
中できるメリットがある。

受動的戦略の最大のデメリットは、特許による市場独占機会の喪失である。特許法第68条に規定され
る「業としての実施を専有する」権利を積極的に活用しないことで、本来であれば排除できた競合他
社の参入を許すことになる。これにより価格競争に巻き込まれ、利益率の低下や市場シェアの縮小を
招く可能性がある。

特に製薬業界では「1件の特許で製品を保護し、1件の特許侵害で販売中止や高額の実施料の支払い」
となることが多く、権利の不行使は直接的な競争劣位につながる。医薬品の特許戦略では「量ではな
く質の追求」が重要とされ、保有する戦略特許を活用しないことは企業価値の毀損に直結する。

特許権の積極的活用により得られるライセンス収入機会を逸失することも大きなデメリットである。
特許のライセンス料率は業界により異なるが、適切に権利行使することで安定した収益源となり得
る。実際に一部企業では「ライセンス収益が利益額の4割を占める」事例も報告されている。

特許権を行使する意思を示さない企業は、他社との交渉において劣位に立たされるリスクがある。ク
ロスライセンス交渉や事業提携においても、相手方が「この企業は特許を行使してこない」と認識す
れば、交渉条件が不利になる可能性が高い。

IT・通信業界では多数の特許が複雑に絡み合う「パテントシケット」状態が存在する。この環境で
は、一つの製品に数千件の特許が関連することも珍しくなく、全ての権利者と個別にライセンス交渉
することは現実的でない。このような状況では、業界全体で暗黙の「相互不可侵」体制が構築され、
受動的戦略が合理的選択となる場合がある。

マイクロソフト社などは、顧客を訴訟リスクから守る「パテントシールド」を構築し、1,000件を超
えるライセンス契約を通じてイノベーション促進環境を整備している。このように大手IT企業が主導
する防衛的環境では、中小企業が受動的戦略を採用することの合理性が高まる。

人的リソースの効率的配分
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受動的戦略がもたらすデメリットと競争力への影響

市場独占機会の喪失
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ライセンス収入機会の逸失
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交渉力の低下
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業界特性による戦略の有効性の差異

IT・通信業界：パテントシケット環境での合理性
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製薬業界では新薬開発に10�15年の期間と数百億円の投資が必要であり、特許による独占期間の確保
が事業の根幹となる。この業界では「特許による自社製品の実施の確保」と「事業活動に支障のある
第三者特許権の排除」が特許戦略の基本であり、受動的戦略は事業モデルと根本的に相容れない。

ジェネリック医薬品メーカーとの特許係争も頻繁に発生し、先発メーカーは「データ保護期間終了後
のジェネリック参入」に対して積極的な権利行使で対抗することが一般的である。権利を行使しない
企業は市場シェアを急速に失うリスクが高い。

機械・化学・自動車産業では、特許権の「攻撃的権利行使」と「防衛的活用」の両方が必要とされ
る。これらの業界では競合他社も強力な特許ポートフォリオを保有しており、一方的な攻撃は反撃を
招くリスクが高い。そのため「クロスライセンス」や「パテントプール」による相互利用が一般的で
ある。

クロスライセンスは受動的戦略と積極的権利行使の中間的アプローチとして有効である。企業同士が
相互に特許の実施許諾を行うことで、訴訟リスクを回避しながらイノベーションを促進できる。
GoogleとSamsung（2014年）、豊田合成とシチズン電子（2019年）などの成功事例がある。

クロスライセンスの利点は、特許侵害訴訟の回避、コスト削減、競争力強化である。一方で競争優位
性の低下、パートナー企業への依存度増加、独占禁止法抵触リスクなどの課題もある。

製薬業界：権利不行使の深刻な影響
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製造業：バランス型戦略の必要性

�4� �19� �20�

代替戦略とハイブリッドアプローチ

クロスライセンス戦略
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特許戦略別のコスト・リスク分析表 - 各戦略における費用、期間、成功率の比較

パテントプールは複数の特許権者が特許権を持ち寄り、第三者機関を通じて一括ライセンスを提供す
る仕組みである。標準技術に関連する「必須特許」を集約し、合理的な条件でライセンス提供するこ
とで、技術の普及促進と「特許の藪」問題の解決を図る。

歴史的には1856年のミシン特許プールが最初の本格的事例とされ、現在でもDVD、Bluetooth、Wi-Fi

などの標準技術でパテントプールが活用されている。

全面的な受動戦略と積極的権利行使の中間として、「事業の根幹を揺るがす重大な侵害にのみ対応す
る」段階的ポリシーの採用も考えられる。この手法では、軽微な侵害は黙認し、市場シェアや技術優
位性に深刻な影響を与える侵害にのみ権利行使を行う。

受動的特許戦略を長期継続した場合、社内の研究開発意欲が削がれるリスクがある。研究者や技術者
にとって、自分が開発した技術が特許として保護されず、他社に自由に利用されることは、創造的活
動への動機を低下させる要因となる。

特に「特許報奨制度」を導入している企業では、特許の権利行使実績が研究者の評価や報奨金に影響
することもあり、受動的戦略は人材のモチベーション管理の観点からも問題となる可能性がある。

パテントプール活用

�22� �23�

�23� �22�

段階的権利行使ポリシー

長期的影響と企業文化への影響

研究開発意欲への影響
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一貫して受動的な姿勢を取る企業は、市場から「権利行使してこない企業」として認識される可能性
がある。この認識が広がると、より多くの企業が当該企業の特許を軽視し、侵害行為が増加するリス
クがある。

投資家の評価においても、特許ポートフォリオを積極活用しない企業は「知的財産の収益化能力が低
い」と判断され、企業価値の減少につながる可能性がある。

受動的戦略を継続することで、業界内での「技術的威圧力」や「市場での発言力」が低下するリスク
もある。技術標準化の議論や業界団体での意思決定において、特許権を積極活用する企業の方が影響
力を持ちやすい傾向がある。

中小企業・スタートアップ：限られた法務予算と人的リソースの制約から、受動的戦略が現実的選択
となる場合が多い。ただし、コア技術については選択的な権利行使を検討すべきである。

大企業：十分な法務リソースを持つ大企業では、積極的権利行使とのバランスを取った戦略が求めら
れる。全面的な受動戦略は株主への説明責任の観点からも問題となる可能性がある。

技術革新の速度：技術変化の激しい分野では、特許の経済的価値が短期間で失われるため、受動的戦
略の影響は相対的に小さい。一方、技術ライフサイクルの長い分野では、長期的な競争劣位のリスク
が高い。

競合環境：競合他社が積極的な権利行使を行う環境では、受動的戦略は競争劣位を招くリスクが高
い。逆に業界全体が暗黙の「相互不可侵」体制にある場合は、受動的戦略の合理性が高まる。

受動的特許戦略は、訴訟コスト回避と人的リソース効率化の観点から合理性を持つが、市場独占機会
の喪失とライセンス収入機会の逸失により長期的な競争力低下をもたらすリスクがある。特にこの戦
略を長期継続した場合、企業文化や市場からの評価にも悪影響を及ぼす可能性がある。

最適解は業界特性、企業規模、法的予算、市場環境を総合的に勘案した「ハイブリッド戦略」の採用
である。具体的には：
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市場からの評価変化
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業界内での立ち位置変化
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戦略選択の判断基準

企業規模・法的予算による判断
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業界環境・市場特性による判断

結論と提言

���コア技術・戦略技術：積極的権利行使による市場独占

���周辺技術・改良技術：クロスライセンスによる相互利用

���標準技術・基盤技術：パテントプール参加による技術普及促進

���軽微な侵害：受動的対応によるコスト節約



このような多層的アプローチにより、リスクヘッジと競争力維持の両立が可能となる。企業は自社の
事業戦略と知的財産の価値を定期的に見直し、柔軟な特許戦略を構築することが重要である。

⁂

���https://patent-revenue.iprich.jp/一般向け/933/

���https://patentbox.jp/防衛特許で他社の権利化を防ぐ/

���https://www.amt-law.com/asset/pdf/AKN_Article_LOOP_200308.PDF

���https://www.patentisland.com/memo67.html

���https://tizai-jien.co.jp/2017/12/29/post_539/

���https://www.ishioroshi.com/biz/kaisetu/tokkyo/index/baishou/

���https://kyoto-patent.com/blog/804.html

���https://tokkyo-lab.com/co/mukoushinpan

���https://www.itohpat.co.jp/ip/470/

����https://tizai-jien.co.jp/2020/10/06/post_1190/

����https://www.businesslawyers.jp/practices/711

����https://patent-revenue.iprich.jp/一般向け/887/

����https://mirasapo-plus.go.jp/hint/18346/

����https://www.gmp-platform.com/article_detail.html?id=117

����http://www.med.kurume-u.ac.jp/med/joint/chizai/file/090130_nagai.pdf

����https://note.com/shin_suge/n/nf66e63ad14f9

����https://www.jpo.go.jp/support/example/document/keiei_senryaku_2019/keiei_chizaisenryaku.pdf

����https://ipbase.go.jp/learn/point/bio/page08.php

����https://sellwell.jp/column/new-business/cross-license/

����https://tokkyo-lab.com/co/crosslicence

����https://patent-revenue.iprich.jp/専門家向け/1280/

����https://www.jsa.or.jp/datas/media/10000/md_2525.pdf

����http://ishibashizemi.weblike.jp/wp-content/uploads/2022/12/14aberyoma.pdf

����https://yuhikaku.com/articles/-/18986

����http://www.bepats.co.jp/Home/2015hourei/Velse/s_07.pdf

����https://media.emuniinc.jp/2025/06/30/benefits-of-patent-acquisition/

����https://jpaa-patent.info/patents_files_old/201505/jpaapatent201505_023�030.pdf

����https://www.techno-producer.com/column1min/patents-are-important-for-the-weak/

����https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/535074.pdf

https://patent-revenue.iprich.jp/%E4%B8%80%E8%88%AC%E5%90%91%E3%81%91/933/
https://patentbox.jp/%E9%98%B2%E8%A1%9B%E7%89%B9%E8%A8%B1%E3%81%A7%E4%BB%96%E7%A4%BE%E3%81%AE%E6%A8%A9%E5%88%A9%E5%8C%96%E3%82%92%E9%98%B2%E3%81%90/
https://www.amt-law.com/asset/pdf/AKN_Article_LOOP_200308.PDF
https://www.patentisland.com/memo67.html
https://tizai-jien.co.jp/2017/12/29/post_539/
https://www.ishioroshi.com/biz/kaisetu/tokkyo/index/baishou/
https://kyoto-patent.com/blog/804.html
https://tokkyo-lab.com/co/mukoushinpan
https://www.itohpat.co.jp/ip/470/
https://tizai-jien.co.jp/2020/10/06/post_1190/
https://www.businesslawyers.jp/practices/711
https://patent-revenue.iprich.jp/%E4%B8%80%E8%88%AC%E5%90%91%E3%81%91/887/
https://mirasapo-plus.go.jp/hint/18346/
https://www.gmp-platform.com/article_detail.html?id=117
http://www.med.kurume-u.ac.jp/med/joint/chizai/file/090130_nagai.pdf
https://note.com/shin_suge/n/nf66e63ad14f9
https://www.jpo.go.jp/support/example/document/keiei_senryaku_2019/keiei_chizaisenryaku.pdf
https://ipbase.go.jp/learn/point/bio/page08.php
https://sellwell.jp/column/new-business/cross-license/
https://tokkyo-lab.com/co/crosslicence
https://patent-revenue.iprich.jp/%E5%B0%82%E9%96%80%E5%AE%B6%E5%90%91%E3%81%91/1280/
https://www.jsa.or.jp/datas/media/10000/md_2525.pdf
http://ishibashizemi.weblike.jp/wp-content/uploads/2022/12/14aberyoma.pdf
https://yuhikaku.com/articles/-/18986
http://www.bepats.co.jp/Home/2015hourei/Velse/s_07.pdf
https://media.emuniinc.jp/2025/06/30/benefits-of-patent-acquisition/
https://jpaa-patent.info/patents_files_old/201505/jpaapatent201505_023-030.pdf
https://www.techno-producer.com/column1min/patents-are-important-for-the-weak/
https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/535074.pdf

